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福祉領域における臨床心理学の必要性

—福祉臨床心理学の構築に向けて一一

北村由美

The Necessity of Clinical Psychology in Social Welfare: 

to the Construction of Social Welfare and Clinical Psychology 

Yumi KITAMURA 

Abstract 

In recent years, the problem dealt with in social welfare is complicated and diversified. Therefore, it has 

been difficult to cope by the conventional way. Then, the necessity of clinical psychology is said in social 

welfare. In this paper, I described the necessity of clinical psychology in the social welfare from a view point 

of change of the social welfare, the effectiveness and a limit of the social casework, the security of QOL. In 

addition, I showed the case that I made a relation of clinical psychology in social welfare. I expressed the 

effect of performing mental concideration at the spot of social welfare. 
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抄録

近年、福祉領域で取り扱われる問題は複雑多様化し、従来のやり方では対応しづらくなってきた。そこ

で、福祉領域においては臨床心理学の必要性が唱えられ始めている。本稿では、福祉と臨床心理を統合し

た新たな学問の構築と発展に向けて、福祉領域における臨床心理の必要性について、社会福祉の変遷、社

会福祉の援助技術であるソーシャルケースワークの有用性と限界、 QOLの保障という観点から述べた。ま

た、福祉領域で臨床心理学的関与を行った事例を示し、福祉の現場で心理的配慮を加えることの実効性を

示した。

キーワード：福祉臨床心理学、ソーシャルケースワーク、 QOL
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1 . はじめに

近年、福祉領域において心理学の理論を応用する、あるいは社会福祉と心理学の中間領

域に対応する福祉心理学や福祉カウンセリング、福祉臨床心理学といった福祉領域に特化

した心理学が構築されてきている。しかし、いずれも学問としてはまだ体系化されている

とはいえず、研究され始めたのもここ10数年のことである。

わが国の社会福祉制度は第2次世界大戦後、日本国憲法において国民の最低限度の文化

的な生活を保障するところからスタートし、 60有余年を経た現在、わが国は世界でも有数

の経済大国となった。しかし、物質的な豊かさの一方で、精神生活に目を向けると、毎日

のように報道される虐待やいじめ、不登校など子どもに関わる問題、年間 3万人を超える

自殺者、高齢者の介護放棄など、決して豊かとはいえない現実がある。

いずれの間題も社会福祉の領域でも臨床心理の領域でも関わる問題である。しかし、両

者はともに人に対する援助行動を含んでいるという点では一致するが、似ているように見

えて両者の間には大きな違いがあり、その対応はおのずと異なっており、それぞれに固有

の方法で対応してきている。すなわち、社会福祉はもともと法制度に基づいた解決策を考

え、臨床心理は個人の内面を中心に対応する。しかし、現代杜会のかかえる問題は複雑で

あり、 1人の人間の問題は、ここまでが社会福祉で、ここからは臨床心理でというように

分けて、いずれか一方の方法で対応できるものではなく、両面からのアプローチが必要と

なる。このため、近年、社会福杜と臨床心理学の視点を統合した新しい学問の構築の必要

性が唱えられ、内田 (2002)や十島 (2004) らによって研究が進められている。今後この

領域の研究が発展するためには、これまで社会福祉で用いられてきたソーシャルケースワ

ークの有効性と限界、および、社会福祉における臨床心理の必要性を明確にすることが重

要である。

そこで、本稿では、社会福祉の成立と変遷について述べ、社会福祉基礎構造改革によっ

て福祉における心理臨床の必要性が明確になったことを論じる。そして、社会福祉が実践

方法として用いてきているソーシャルケースワークの歴史と実施上の原則について整理し、

この技術の有用性と限界を明らかにし、これが有効に用いられるためには臨床心理の知見

を応用することが必要であることを考察する。また、実際に福祉領域で臨床心理学的関わ

りを行った事例を取り上げ、福祉の現場において心理的な配慮を加えることの実効性を示

すことにする。
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2. わが国における社会福祉の成立と変遷

わが国において、社会福祉という言葉が初めて使用されたのは1946年の日本国憲法第25

条第2項ではないかといわれている。もちろん、貧窮者や高齢者等に対する救済は奈良時

代の「養老律令」 (718年）、江戸時代の「窮民御救起立」 (1792年）、明治時代の慎救規則

(1874年）昭和初期の救護法 (1929年）などによって行われてきた。しかし、これらの対

応は、奈良時代や江戸時代においては慈善救済的な意味合いを持ち、明治時代には社会事

業として行われたのであって、現在のような近代的な制度として行われるようになったの

は第2次世界大戦終了後である。

1945年に終戦を迎えた時、わが国には多くの生活困窮者が見られた。社会福祉はGHQ

の指導の下に体系づけられたが、まず第 1に経済的な救済が求められ、生活保護法 (1946

年）が制定され、次いで児童福祉法 (1947年）、身体障害者福祉法 (1949年）が制定された。

1960年代には、精神薄弱者福祉法 (1960年、現知的障害者福祉法）、老人福祉法 (1963年）、

母子福祉法 (1964年、現母子および寡婦福祉法）が制定され、福祉六法が整った。このよ

うに高度経済成長により福祉制度の整備は促進されたが、 1973年（昭和48)年の第一次オ

イルショック以降、福祉見直しの傾向が強まった。この見直しに対してはさまざまな意見

があったものの、財政緊縮を余儀なくされたため、家族や地域社会による相互扶助を重視

し、国による施策を縮小する日本型福祉社会へと進むことになり、わが国は当時の西欧の

福祉国家とは異なる路線をとり始めた。その後1980年代の福祉改革において、それまでの

国を中心とした施設福祉から地方自治体を中心とした在宅ケアに重きを置いた地域福祉を

明確に打ち出し、 1997年頃からの社会福祉基礎構造改革により、より大きな方向転換を図

ることになった。

この社会福祉基礎構造改革は、当時のわが国の福祉制度がかかえていた大きな問題点を

解消するべく行われた。すなわち、第2次世界大戦後の混乱の中で人びとの生活困窮を救

済することから始まった福祉制度は、半世紀が経過し、人びとや社会の多様な要求に応え

られなくなっていた。また、バブル崩壊後わが国の経済はなかなか回復せず、社会福祉の

一定の基礎作りが完成した1960年代の高度経済成長期とは時代背景が著しく異なっていた。

それにもかかわらず、人びとの福祉に対する要求は多様化するだけでなく、年々増大傾向

にあったため、福祉の構造を変えることが必要だったのである。しかし、一方で、この基

礎構造改革は、これまでの社会福祉の考え方を根底から変える大改革でもあった。これは

それまでの社会福祉の常套手段であった措置から、利用者自身がサービスを選ぶことので
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きる契約へといわばコペルニクス的転換をもたらしたのである。社会福祉の基礎構造を改

革する際の理念が、「個人が人としての尊厳をもって、家庭や地域の中で、その人らしい

自立した生活が送れるよう支える」ものであった点に着目すると、この改革では、 1人1

人を尊重する姿勢が明確に打ち出されたということができる。この理念は、 1951年の社会

福祉事業法を改正して2000年に施行された社会福祉法の基本理念でもある。このような近

年の社会福祉の大きな動きも、福祉領域における新たな臨床心理学の構築につながったの

ではないだろうか。なぜなら、措置から選択• 契約への変換は、福祉臨床心理学の重要な

概念であるQOLの考えを推し進めることになったといえるからである。

ところで、このように社会福祉の変遷を見てくると、社会福祉はその時々の経済状況に

左右されて方向性が決められてきたということがわかる。経済的に余裕があれば社会福祉

は充実し促進されるし、低成長になれば停滞や後退するというようにである。しかし、社

会福祉はその時代の経済事情に影響され、緊縮財政の中で行われることがあるものの、制

度的にはさまざまな法律を制定し施行することで、国民の幸せな生活を護ってきたといえ

る。

3. 社会福祉の実践方法としてのソーシャルケースワークの発展

社会福祉は前述のように制度面から人を援助するものである。これを実際に人びとに適

用し、福祉に関する問題を解決するためには何らかの技術が必要となる。福祉制度を現場

で最大限生かすための具体的な援助技術としてソーシャルケースワークが発展してきた。

そこで、次にソーシャルケースワークの変遷についてみていく。

ケースワークは1869年にロンドンに設立された慈善組織協会 (CharityOrganization 

Society, COS)の友愛訪間員の活動に端を発する。これはそれまで恣意的に行われてい

た慈善事業の対象者を登録し、団体間の連絡調整をして、訪問員の個別調査により 1人l

人に必要な援助を見きわめていくというものであった。しかし、多くは訪間調査員の価値

観の域を出ず、救済に値するか否かの判断は調査員に任されていた。この活動はやがてア

メリカで発展することとなる。中でも1917年に『社会診断』を記したリッチモンドはケー

スワークを体系立てて捉え、個人と社会環境との調整技術と考えた。

しかし、 1920年代にフロイトの精神分析理論がアメリカに紹介されて以降、ケースワー

クはこの影響を受けることになり、診断主義派と機能主義派の対立にまで発展した。診断

主義は、医学モデルを基にしたものであり、ケースワークを調査・診断• 治療のプロセス

と考える。これに対してランクの意志心理学の考えを取り入れた機能主義は、ケースワー
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クをクライエントの意志に基づき展開されるものであり、ケースワーカーはクライエント

の自我が最もよく機能するよう援助すればよいという考え方であった。いずれにしてもこ

の時期のケースワークは心理学の影響を大きく受けることになり、「リッチモンドに帰れ」

（マイルズ、 1954)、「ケースワークは死んだ」（パールマン、 1967) といわれるほどであっ

た。

一方、わが国では大正時代にケースワークという言葉は紹介されているが、この技術が

本格的に導入されたのは第2次世界大戦後にGHQの力によるところが大きい。特に生活

保護法が施行されてからは、この領域で具体的な技術として用いられてきた。

4. ソーシャルケースワークの基本原則

ケースワークは個人が恣意的に実施するのではなくて、原則に基づいて行われてきた。

中でも、バイスティックは1957年に記した『TheCasework Relationship』の中で、クラ

イエントの持つ欲求を 7つに分類し、それに対応する形でソーシャルワークの 7つの原則

をまとめた。

①個別化：「他の誰とも異なる 1人の人間として対応してほしい」という欲求に応えて、

クライエントの問題がたとえ他者の問題と同じように見えたとしても、決して一般化

することなく、その人に独自の個別のものとしてとらえ、対応すること。

②意図的な感情表現：「自己の感情をありのまま表したい」という欲求に応えて、クラ

イエントが感情を自由に表現できるよう意図的に進めること。特に、否定的感情に対

してはこれが重要である。そして、言葉の背後にある意味を的確に理解すること。

③統制されだ情緒的関与：「自己の表した感情に対して共感的に対応してほしい」とい

う欲求に応えて、ワーカー自身が自己の感情を自覚しながら、クライエントの感情に

巻き込まれることなく、その感情を受け止め適切に対応すること。

④受容：「価値のある人間として対応してほしい」という欲求に応えて、クライエント

の考え方や行動などに対して善悪の判断をすることなく、あるがままに認め、受け入

れること。

⑤非審判的態度：「自己の感情や行動を批判しないでほしい」という欲求に応え、ワー

カーの持つ価値観や道徳的な基準によって批判や評価をしたり、クライエントにそれ

を押し付けたりしないこと。受容のための前提条件となる。

⑥自己決定：「自己に関することは自分で決めたい」という欲求に応えて、クライエン

トが自己の意思に基づいて決定できるように援助するとともに、クライエントの決定
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を尊重すること。ただし、クライエントの能力、市民法および道徳法の枠組みや機関

の機能により制限を受けることがある。

⑦秘密保持：「自己に関することを人に知られたくない」という欲求に応え、クライエ

ントについて得だl胄報は誰にも話さないこと。これが保証されて初めて、クライエン

トには自由な感清表現が可能になる。

バイスティックはこれらの原則を概念上分類したが、それぞれは独立して機能するもの

ではなく、当然のことながら重複して行われるものである。特に意図的な感情表現・統制

されだ情緒的関与・受容の原則に関しては、ケースワークの実際の場面では同時に行うの

が一般的であり、分けて考えることは難しい。また、このケースワークの原則は1940年代

に非指示的精神療法、 1950年代に来談者中心療法を唱えたロジャーズのカウンセラーの基

本姿勢と重なる部分があり、ケースワーカーとカウンセラーの日常的な援助行動の基本的

な姿勢は似通ったものとなっている。

5. QOLの保障に向けた福祉領域における臨床心理学の必要性

わが国では1990年代に入り福祉領域において心理学の位置づけがなされるようになり、

岡田 (1995)によって福祉心理学という新しい方向性が示された。一方、福祉と臨床心理

に焦点を当て、福祉臨床心理学（内田ら、 2002)、福祉心理臨床学(+島薙蔵、 2004) と

いう名称が提唱されている。内田 (2002)は、福祉臨床心理学を「福祉サービスを必要と

する人びとの心のケア、すなわち心理・行動面の問題改善・予防、さらには心理・行動面

の健康の維持• 増進に導くために、心理学とその関連科学の知見と方法を用いて、専門的

援助を行う応用心理学の一分野」と位置づけている。また、十島 (2004)は福祉心理臨床

学を「杜会福祉の領域において心理学的臨床活動を実践するための理論と技法を提供する

とともに、その実践活動を通して杜会福祉に提供するべき新たな心理学的理論と技法を構

築する福祉に特化された臨床心理学、換言すると、ソーシャルワークの領域で行われる臨

床心理学的な対人援助のための認識と実践の科学」と述べている。これらはともに、福祉

領域において臨床心理学観点や技法を用いる、福祉領域に特化した臨床心理学ということ

になる。いずれにしても、社会福祉と臨床心理学の新しい視点を統合した学間体系の構築

の必要性が唱えられ始めていることは確かである。

では、福祉領域における臨床心理学の関わりは、従来どのようなものであったであろう

か。もともと、社会福祉は制度の活用であって、心理面への配慮を第一義的に行うもので

はない。しかし、ケースワークの母と称されたリッチモンド (1922)は、社会福祉の実践
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方法であるケースワークを「人間と杜会環境との間を個別に、意識的に調整することを通

してパーソナリティを発達させる諸過程から成り立っている」と定義している。このこと

から、初期のケースワークは環境調整だけでなく、究極の目標として、クライエントの自

らの問題解決能力を含めた心理的側面を重視していたと考えられる。このためにリッチモ

ンドは臨床心理学的アプローチを用いた。現在の福祉領域における臨床心理学の活用は、

当時のリッチモンドの考えに近いものかもしれない。

既述のように、福祉も臨床心理も人に対する援助行動を含むという点から、目指すとこ

ろは一部重複している。特に用いられる原則や、技法としては同じようなものであった。

しかし、臨床心理学が、特に意識してソーシャルワークとの差別化を図ろうとしなかった

のに対して、ソーシャルワークはその独自性をいかに明確にするかを絶えず意識してきた

ようである。パールマン (1967)が『ケースワークは死んだ』を記した後、ケースワーク

は常にその独自性を模索することになった。なぜなら、 1970年代までの貧困への対応や防

止策が求められた時代、すなわち、社会的弱者を対象として杜会福祉が機能した時代と人

びとのニーズが多様化した現在では、ケースワークに求められるものは変化してきている

からである。すなわち、心理的側面への配慮、すなわち、 QOLの向上を図るだけのきめ

細かな対応が求められているのである。

QOL (Quality of Life) に関しては、欧米では1960年代から、わが国においては1980年

代から医療の領域を中心に盛んに研究されてきている。「生活の質、人生の質」と訳され

ることが多いが、その概念は研究領域によってさまざまに理解されており、土井 (2004)

によると単一の普遍的に受け入れられた定義はない。

福祉領域においても高齢者を中心に年々QOLの研究は増加している。社会全体が豊か

になり、最低限度の生活が保障されると、人びとの欲求は生理的なものから心理・社会的

欲求へと移行する。マズロー (1954)は人の欲求を 5つの階層に分け、下位の欲求が満た

されるとより上位の欲求が生じるという欲求階層説を唱えたが、制度的な福祉が充実して

くると、人びとの欲求は多様化し、より上位の欲求を示し始める。そこでは制度の運用が

複雑になり、従来のケースワークでは限界になるであろう。今後のケースワークには、限

られた制度の中で人びとのニーズに応えることが求められている。これに対して、福祉カ

ウンセリングを提唱した藤田 (2000)は、「ソーシャルワークは社会福祉の援助活動と考

えられ、制度に基づいた社会資源や社会的サービスなどを用いて、そのニーズの充足に努

めようとする。しかし、机上の理論はさておき、現実には本人の心理面が軽視されがちで、

現存の社会福祉の枠組みに押し込む傾向は否定できない。ましてやその人の心のひだにま
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で援助者が気を配る努力は十分とはいえない。」とまで述べている。ケースワークの役割

が個人と社会との調整技術であるという観点からすると、現在のソーシャルワークのあり

方は、藤田が指摘するほどの問題をかかえているとはいえないかもしれない。しかし、社

会福祉基礎構造改革とその流れを汲んだ社会福祉法が個を尊重するという方向性を示して

いるところからすると、福祉の現場ではQOLに配慮した対応が求められる。心理臨床で

用いられるカウンセリングはQOLを重視した技法の 1つであるといえる。すなわち、カ

ウンセリングでは個人が心のうちに秘めたさまざまな思いや欲求を表出し、それをカウン

セラーが受容・共感することにより、内田 (2002)のいう建設的な自己決定が可能になる

であろう。そこで、これからの福祉には臨床心理学的観点が必要になるのである。

6. 事例研究

筆者が福祉領域で臨床心理学的な関わりを行った児童虐待の事例を検討し、福祉の現場

で臨床心理学を応用することの実効性を示したい。

本事例は乳幼児健康診査で身体的な発達の遅れを指摘され、当初は医師、保健師、栄養

士が栄養指導や身体的な発達の相談に応じていたが、一向に改善されなかったことから心

理的な要因の疑いが持たれ、筆者が関わった事例である。

事例の概要：

〈クライエント〉初回の発達相談時4歳6ヶ月の女児（以下A)

〈主訴〉年齢に比して体格が小さく、身長・体重の伸びも芳しくない。

〈家族構成〉

父親： 40歳の会社員。多忙で平日は帰宅が遅い。育児には非協力的であったが、母親

がAの身の回りの憔話をしないため、夜間と休日はAの世話をしている。

母親： 35歳の専業主婦。妹をかわいがり、身の回りの世話もしている。しかし、 Aに

対しては身の回りの世話はするが、身体に触れることができない。

妹： 3歳4ヶ月。母親に甘え、母親もこれを受け入れている。

来談経緯：

Aは生後4ヶ月時に受診した前期乳児健診で保健師から体重の増加が良好でないことを

指摘され、栄養士による栄養指導を受けた。母親はこの時すでに断乳し、人工ミルクで育

てていることを報告していた。栄養士は生後5ヶ月ごろから始める離乳食について詳しく
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説明し、体重を増加させるために必要な助言を行った。母親は母子健康手帳にメモし、「や

ってみます」といったという。その後、 10ヶ月時に後期乳児健診を案内したところ、母親

はAを伴って来所したが、 Aの体重増加は相変わらず順調ではなかった。この時も母親は

希望しなかったものの、栄養相談が行われた。体格は小柄であったが、発達の大きな遅れ

もないため、特に問題とはみなされなかった。その後、 1 歳 6 ヶ月児健診では単語が 5~

6コ出ており、認知面にも遅れがみられなかったため、個別の発達相談には至らなかった。

しかし、 3歳児健診では小柄な体格だけでなく、大人と子どもに対する対人関係の遅れと

表情の乏しさが指摘され、発達相談の対象となった。

生育歴および現況：

在胎39週で自然分娩にて出生した。定頸3ヶ月、寝返り 5ヶ月、始歩12ヶ月と運動発達

は順調であった。しかし、母親は出産直後からAに対して嫌悪感をもち、「私はサルの子

を生んでしまった」といってさめざめと泣いたという。その後、母親はAの身体にさわら

れるだけで身震いがし、鳥肌が立つようになり、身の回りの世話をまったくしなくなった

ため、会社から帰宅後は父親が、それ以外の時間は近隣に住む祖父母がAの面倒をみてき

た。 Aは母親を慕い、母親を求める一方、家を出て行くといって自転車で行ける限り遠く

まで出かけてしまい、警察に保護されることもある。母親に対してアンビバレントな感情

を有している。

相談の経過：

初回時、相談室へと誘うと Aは母親と手をつなごうとしたが、母親は一瞥しただけで手

をつなごうとしなかった。筆者はこの時には、 Aの発達検査を行うと同時に現況を聞くに

とどめた。その時の母親の受け答えは、質問に対して「はい」、「いいえ」で答える程度で、

聞かれたことについて詳しく話したり、子どもの発達に関する心配を口にすることはなか

った。筆者も母親に質問をするよりも母親が話すことを聴くことに専念した。 Aは認知面

に遅れはないものの、発達検査の途中でほめられても嬉しそうにもしないし、母親よりも

筆者に対して援助を求めたり、わからない時に尋ねるなど母親との関係がぎこちなく思わ

れた。

2回目の面接で、発達検査が終わった後、 Aはままごとの相手を筆者に求めるものの、

母親に対してはまったく関心を示さなかった。このようにAは母親に対してよそよそしい

態度をとり、母親も Aと手をつなごうとしなかったり、ひざに抱こうともしなかった。こ
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れに対して同伴した妹は母親に甘え、頻繁に母親に抱いてほしそうに手を伸ばした。母親

は微笑みながら妹をひざの上に抱き、妹が指差したものの名前をいうなどして応じていた。

筆者は 2人の子どもに対する対応があまりにも異なることが気になりはしたものの、直接

尋ねることはしないで、この回も母親の話を傾聴した。

3回目の相談では妹が母親に抱かれるのを見て、 Aも初めて母親の傍らにきて母親の手

に触ろうとした。すると母親は驚いたように本児の手を払いのけて、ばつが悪そうに筆者

の顔を見た。そこで筆者が、「Aちゃんが急に手をさわったので、びっくりされたのですね」

といったところ、母親は急に涙声になり、「子どもにさわられるのがいやなんです」と述

べた。この後母親は、 Aを出産した時にサルのように見えて嫌悪感を抱いたこと、それ以

来Aの身体に触ることができず、出産後およそ l週間で産婦人科を退院してからは人エミ

ルクで育てたこと、 Aがそばに来ただけで気持ちが悪くなること、食事の用意など身の回

りの世話はできるが、入浴など直接身体にさわることはできないこと、 Aも物心がつく前

から母の様子に気づき、あまり近寄ろうとしないことなどをポツリポツリと話し始めた。

筆者は特に話すことを促したり助言をすることなく、母親の話を傾聴した。すると、母親

は自身が子どもに愛情を感じないことはおかしいといったかと思うと、次の瞬間には子ど

もが悪いのだと述べるなど両価性を示すと同時に、 Aに対してどのように愛情を注いだら

よいかわからないと訴えた。

筆者は、初回時の面接までに家族および保健師からの情報として、暴力などの身体的虐

待はないことを確認していた。しかし、本児に愛情を注げないことがネグレクトや心理的

虐待につながっていることが明らかになったため、母子に対して心理療法を行うことが必

要と考え、公立の相談機関を紹介することになった。

本事例は乳児健診で子どもの状態を把握し、その時々に必要な対応をしてきたものの、

身体面への対応が主であり、幼い段階でば情緒面の大きな遅れが見られなかったことから、

心理面への配慮はなされなかった。乳幼児健診は児童福祉領域の重要な事業であり、発達

相談は充実してきている。しかし、本事例のように、表立っては大きな問題の見られない

事例も多く、問題の発見や対応が遅れることがある。子どもの健やかな成長を保障するこ

のような福祉の現場では、福祉臨床心理学的観点から関わることがとりわけ重要である。

7. おわりに

社会福祉と臨床心理、 2つの領域の専門家が垣根を取り払い、自由に行き来しながら、
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それぞれに意見を述べ、相手の考えを受け入れて実践する。これが実現する社会が、本当

の意味でQOLを実現する福祉社会といえるであろう。概念的な論考と平行して、これか

らは具体的な方策を考えなければならない。なぜなら、現実社会の福祉に関する問題は複

雑• 多様化し、緊急度を増しているからである。このような時代にあって、福祉領域の臨

床心理学は重要な役割を果たすと思われる。学問として考えるのであれば、ソーシャルケ

ースワークが模索してきたように独自性が必要である。しかし、現場での運用という意味

では、境界はある程度あいまいになってもよいのではないだろうか。そして、何よりも、

技術を駆使する人の問題が大きい。理屈ではなく、現場での応用力が求められるのである。

このように考えると、福祉臨床心理学の考え方は、内田 (2002) と十島 (2004)が述べる

ように、福祉領域の人材の養成課程においても有用といえるのではないだろうか。

しかし、これまでみてきたように福祉の領域にも長年培った考え方や方法がある。福祉

領域で臨床心理学がその力を発揮するためには、ソーシャルケースワークの方法をもう一

度丹念に分析し、福祉領域で具体的にどのように活用するのが望ましいかを検討する必要

がある。また、福祉の専門家を養成する課程で、臨床心理学に関する基礎知識を十分習得

できるようなカリキュラムが必要になってくる。これらの方法については別の機会に発表

したいと考えている。
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